
 

２月県議会（2/18～3/11）が開会中です。 

 

ふじおか義英県議が日本共産党県議団を代表して 

質問を行いました。代表質問と答弁の要旨を紹介します。 

日本共産党県議団が行った県民アンケートでは 87.8％が「暮らし向きが悪

くなった」と回答しています。藤岡県議は「国の悪政の推進者となるのか、

それとも悪政の防波堤の役割を果たすのか」と知事の姿勢を質しました。 
 
 

「地方創生」・原発・TPP… 国の悪政にノーと言えない 
◆地方が疲弊してきた原因は、輸入自由化による農林業つぶし、非正規雇用の拡大、商店街つぶし

など、歴代の自民党政治によるものです。藤岡県議は、地方切り捨て、自治体再編の先には「道州

制」の狙いがあると、「地方創生」の本質を指摘。「消滅自治体」を名指しして脅すような政府の手

法についても厳しく質しました。知事は地方創生を評価するとし「しっかり応えていくことが重要」

と答弁しました。藤岡県議は、「地域循環型経済への転換こそ必要」として、県産材利用や自然エ

ネルギーの普及などを提案しました。 

◆原発を「ベースロード電源」と位置づけ、次々と再稼動を進めようとしている政府の動きについ

て見解を求めましたが、知事は「可能な限り減らしていく必要がある」と述べるにとどまりました。 

◆TPP 交渉では、撤退をハッキリ主張すべきと求めましたが、知事は「重要品目を関税撤廃の例

外とするよう国に要請する」と答弁。藤岡県議は、日米協議ですでにコメ・牛肉・豚肉・乳製品な

どの低関税・無関税が検討されていることを挙げ、「重要品目が守られないことが明らかになった

のに撤退を表明できない知事は、本気で長野県の農業再生を考えていない」と指摘しました。政府

の JA改革案についても「期待している」と表明しました。 

 
 

福祉灯油  知事答弁「何度要請されてもやらないものはやらない」 
◆国の交付金により、低所得者向けの灯油購入助成（福祉灯油）の実施が可能になりました。しか

し県は割り振られた交付限度額 21 億円のほぼ全額を「ふるさと名物商品」「ふるさと旅行券」に

充てています。藤岡県議は、寒くてもストーブを付けられず暮らしている方がおられること、「要

援護世帯にとっては死活問題」として「生活と健康を守る会」が何度も要請していることなどを紹

介し、「国は、県の実施も想定している。市町村との共同実施を検討すべき」と求めました。 

阿部知事は「市町村が実施すべき」とした上で、「何度要請されても、やらないものはやらない」

と冷たい答弁でした。 

◆子どもや障害者の医療費窓口無料化は、石川県・岩手県で新たに実施されることとなり、未実施

は８都府県です。長野県では、入院の助成対象が中学卒業までに拡大され歓迎されるものですが、

窓口無料化には踏み切らないままです。窓口無料化を求める署名は知事に 8 万筆、さらに県議会に

2 万筆が寄せられています。藤岡県議は、実現を急ぐべきと迫りましたが、知事は実施を表明しま

せんでした。                             （裏面につづく） 



質問を終えて…藤岡 

知事の本音が表れた答弁でし

た。「福祉の心」のない県政では

県民のくらしも命も、平和も守

れません。県政を転換させるた

めにも、全力でがんばります。 

また、１レセプト 500 円の自己負担金が重くのしかかっている現状をパネルも使って説明しまし

たが、知事は「特定のケースだけを念頭において制度設計を改めるということにはなり得ない」と

答弁。 

◆国の社会保障制度の大改悪では、介護サービスの切り捨て、後期高齢者医療保険料の値上げ、国

保料の引上げや徴収強化につながる都道府県単位化など「老いも若きも大負担増」が狙われており、

「反対すべき」と迫りましたが、知事は「子どもの医療費もそうだが、受益、受益、受益では制度

設計できない。国の改革は避けて通れない」と答弁でした。 

藤岡県議は、子どもの医療費では、岩手県が「手持ちのお金が無い場合に受診をためらう要因にな

る」と、導入に踏み切ったことを紹介。国保では無職や非正規雇用の方が多く加入し高すぎる国保

料が払えず受診できないなどの実態を示し、「知事答弁には福祉の心がない」と指摘しました。 

 

リニア建設に寄せられる不安・懸念  県は地元の声代弁を 
リニア建設による生活・環境破壊など、地元の不安に対し、JR 東海と地元自治体が協定書を結ぶ

ことなど「県は地元の声を代弁して交渉を」と要望。企画振興部長は、「文書の取り交わしは有効

な手段。引き続き JR 東海に求めていく」と応じました。知事には、「現地に足を運び緊急に懇談

を行うべき」と求め、また「リニアよりむしろ飯田線など地域の公共交通への支援に振り向けるべ

き」と主張。さらに市町村のデマンドタクシー、タクシー利用券の取り組みへの支援も求めました。 

 

県独自の被災者生活支援の検討始まる 住民の思いに沿った支援を 
昨年は災害が頻発しました。藤岡県議は「これまでの県の支援の到達点を活かし発展させることが

重要」として、①神城断層地震での復興村営住宅の建設に対して県の支援を、②栄村での地震や御

嶽山噴火の際の復興基金と同様に、神城断層地震でも基金創設を、③県が検討中の、全県統一的な

被災者生活再建支援については、被災者の視点に立ち思いや願いに沿ったものに、と求めました。

阿部知事は「被災市町村から基金創設の要望は伺っていないが、思いに寄り添った復興に努める」、

企画振興部長は「生活安定確保、地域コミュニティの持続も視野に入れながら市町村と検討してい

きたい」とそれぞれ答弁しました。 

 

◆浅間山の噴火に伴う土砂災害に備えて準備されているコンクリートブロックの備蓄基地につい

ては関係する住民の声を聞き慎重に対応すべきとの声もあることから、「事業主体である国に対し

て地域の実情に合わせて早急に対応するよう県から働きかけを」と要望しました。 

 

◆県内の廃棄物最終処分場において、放射性物質を含む焼却灰

が埋め立てられた後に「処分場廃止」されたことについては、

近隣住民から不安があり、県独自の調査の継続、事業者にも引

き続き調査を求めること、などを要望。環境部長は「調査の継

続に向けて準備を進める」と答えました。 

 

この他、外交・平和問題、ブラック企業など雇用問題、 
教育問題などについて質問しました。 

日本共産党長野県議団ニュース 2015年 2月 28日発行 

発行／日本共産党長野県議団 長野市南長野幅下 692－2 長野県議会日本共産党控室 

TEL：026-237-6266 FAX：026-237-6322  ご意見・ご要望をお寄せください。 


